
市
の
国
保
加
入
世
帯
に
、

今

年

度

の

納

付

書

（

請

求

書

）

が

届

い

て

い

ま

す

。

保

険

料

は

、

な

ぜ

こ

ん

な

に

高

い

の

か

。

そ

の

カ

ラ

ク

リ

と

、

値

下

げ

へ

の

展

望

に

つ

い

て

考

え

ま

す

。

高

い

原

因

と

し

て

、

①

予

め

医

療

に

必

要

な

費

用

を
見
積
も
り
、
基
本
的
に
、

そ

の

額

を

保

険

料

で

賄

う

よ

う

、

按

分

・

逆

算

す

る

考

え

方

な

の

で

、

そ

も

そ

も

、

保

険

料

負

担

能

力

を

無

視

し

て

い

る

、

②

し

か

し

そ

れ

で

は

と

て

も

高

く

な

り

す

ぎ

る

の

で

、

国

が

一

定

割

合

を

負

担

し

て

い

る

が

、

そ

の

割

合

を

減

ら

し
て
き
て
い
る
、
③
市
も
、

負

担

を

増

や

せ

ば

安

く

す

る

こ

と

が

で

き

る

が

、

こ

れ
も
国
が
減
ら
せ
と
指
導
、

④

職

場

の

社

会

保

険

料

も

高

い

の

に

、

更

に

国

保

で

は

事

業

主

負

担

が

な

い

こ

と

、

⑤

本

来

、

国

が

責

任

を

持

つ

べ

き

後

期

高

齢

者

医

療

の

費

用

を

国

保

に

肩

代
わ
り
さ
せ
て
い
る
こ
と
、

⑥

均

等

割

・

世

帯

割

と

い

う

、

所

得

が

無

く

て

も

か

か

っ

て

く

る

計

算

方

法

を

採

用

し

て

い

る

為

、

特

に

均

等

割

り

は

家

族

数

の

多

い
世
帯
の
負
担
が
大
き
い
、

等

々

の

問

題

点

が

挙

げ

ら

れ
ま
す
。

高

す

ぎ

て

払

え

な

い

の

で

、

値

下

げ

や

減

免

の

拡

充

が

改

善

方

向

の

ハ

ズ

で

す

が

、

国

も

市

も

、

逆

に

差

押

え

や

、

正

規

の

保

険

証

を

渡

さ

な

い

な

ど

の

制

裁

を

強

め

て

い

ま

す

。

政

府

や

市

が

、

国

民

の

命

や

健

康

を

守

る

責

任

を

棚

上

げ

し

、

自

己

責

任

や

被

保

険

者

同

士

の

助

け

合

い

を

強

調

し

て

い

ま

す

。

こ

れ

ら
も
大
問
題
で
す
。

し

か

し

一

方

、

自

治

体

に

よ

っ

て

は

子

沢

山

の

世

帯

へ

の

均

等

割

減

免

が

実

現

（

京

都

市

長

は

後

ろ

向

き

）
、

ま

た

国

保

の

運

営

に

都

道

府

県

も

加

え

た

こ

と

を

き

っ

か

け

に

政

府

は

保

険

料

値

上

げ

を

狙

っ

て

い

ま

す

が

、

目

下

、

こ

れ

も

ス

ト

ッ

プ

さ

せ

て

い

ま

す

。

世

論

と

運

動

が

広

が

っ

て

い

ま

す

。

参

院

選

で

の

共

産

党

の

躍

進

が

値

下

げ
へ
の
道
で
す
。
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国保料の料率、計算方法、枠組み

医療分 後期高齢者 介護保険料 計

支援分 A B
所得割 7.56 2.83 2.53 ％ ％

均等割 C 24,360 8,870 9,410 円

世帯割 D 16,490 6,000 4,750 円

合計

A は、後期高齢者医療保険へ「支援」、B は 40 ～ 64
歳の家族数に応じて請求される（一緒に徴収される）。

D は平等割とも言われます。所得割は、（所得－ 33
万円）×料率で計算、他は定額。均等割は、×家族

数で計算。必要額の 50 ％を所得割に、 35 ％を均等
割に、 15 ％を世帯割に按分・逆算で計算していく。
納付書の「法定減額」の欄に（ 50）、（ 20）等の数

字が書いてある場合は、C ＋ D の５割とか２割が、
すでに減額されているという意味です。

６月 12 日、共産党市会議員団の産業経済部会
のメンバー（井上けんじ議員他３名）で、京都

商工会議所や中小企業団体中央会、商工団体連

合会等々、経済団体を表敬訪問。短時間でした

が、懇談、意見交換し、実情の一端をお聞きし

ました。消費税、人手不足とその要因、後継者

育成、海外も含めた販路拡大、業種による景況

感の違い、等々、話も多岐に及びました。

国
民
健
康
保
険
料
は
な
ぜ
高
い
!?

国
保
料
、
値
下
げ
へ
の
カ
ギ
は
、
参
院
選

経

済

団

体

を

訪
問
・
懇
談

放 置 自 動 車 の 撤 去 が 実 現
(鴨川堤防にて)

スッキリ
し ま し た


